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クレオメと富士山

●『信用保証協会事業の基本理念』
事業の維持・創造・発展に努める中小企業者に対して、公的機関として、その将来性と経営手腕を適正に評価することにより、
企業の信用を創造し、「信用保証」を通じて、金融の円滑化に努めるとともに、相談、診断、情報提供といった多様なニーズに
的確に対応することにより、中小企業の経営基盤の強化に寄与し、もって中小企業の振興と地域経済の活力ある発展に貢献する。

信用保証協会とは
●信用保証協会法に基づく特殊法人
信用保証協会は中小企業者が金融機関から融資を受ける際に、その借入債務を保証することで中小企業者の資金調達の円滑化を図
り、その健全な発展を促進する事を目的として、信用保証協会法に基づき設立された特殊法人です。

ごあいさつ

　平素は、山梨県信用保証協会の信用保証業務につきまして、格別のご支援、ご協力を賜り、厚くお礼申
し上げます。
　このたび、当協会の業務に対する理解を一層深めていただくため、ディスクロージャー誌「山梨県信用
保証協会の現況２０２６」を作成いたしました。信用補完制度の仕組みや信用保証協会の役割、事業実績
および財務状況などについて、できる限り分かりやすい説明を心掛け作成いたしました。ご一読いただけ
れば幸いに存じます。
　さて、令和７年度の県内経済は、全国的な景気の持ち直しを背景に、個人消費・設備投資・生産などで
緩やかな回復基調が続きました。住宅投資は弱含みで、業種間の生産動向にばらつきがみられたものの、
雇用は高水準の求人倍率を維持し、金融情勢も概ね安定的に推移したとされています。
　しかしながら、中東情勢の緊迫化やサプライチェーンの混乱等を背景とした石油関連製品の価格上昇や
供給不安は、事業活動に直接的な影響を与える懸念材料となっています。加えて、従来からの原材料・資
材価格の高騰、価格転嫁の遅れ、人手不足、物流コスト上昇など、中小企業者にとって複合的な経営環境
の悪化要因に直面する１年となりました。
　当協会といたしましては、政策保証を適切に運用するとともに、金融機関や関係支援機関との連携を一
層強化することにより、中小企業・小規模事業者（以下、「中小企業者」という。）の実情に応じた資金供
給に取り組んでまいります。また、期中管理を重視した経営支援を進め、中小企業者の持続的な事業活動
を後押しいたします。
　さらに、経営者保証に依存しない保証制度の普及を進めるほか、代位弁済の増加に対応した求償権管理
については、適切で透明性の高い債権管理と業務の効率化を進めるとともに、事業再生や再チャレンジを
促す取り組みを推進します。
　加えて、コンプライアンスやリスク管理態勢の強化、ＩＴ・デジタル技術を活用した業務の効率化・合理
化、職員の能力向上と組織力強化に取り組み、協会運営の健全性と信頼性の確保を図ります。
　金融機関、関係支援機関と更なる連携を深めながら、中小企業者の経営課題やニーズを的確に把握し、
金融支援、経営支援、事業再生支援などを通じて、中小企業者の持続的な成長を支えてまいります。
　今後も、中小企業・小規模事業者の皆さまに信頼され、より必要とされる組織を目指し、地域経済の発
展に向け、役職員一丸となり努力してまいりますので、引き続きご支援とご協力を賜りますよう、お願い
申し上げます。

令和８年７月　　　　　
会長　山下　誠　

C O N T E N T S

山梨県信用保証協会の概要

コンプライアンスへの取り組み

信用補完制度の仕組み

信用保証のご利用にあたって

個人情報保護宣言

第7次中期事業計画

令和８年度経営計画

主な保証制度一覧

経営支援のご案内

令和７年度の主な取り組み

広報活動

令和７年度事業報告

令和７年度決算報告

本・支店の保証担当区域と
事務所位置略図
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基本理念

プロフィール

目 的

昭和24年5月

昭和25年3月

昭和29年8月

昭和29年9月

昭和56年4月

昭和63年4月

平成15年3月

平成27年3月

設 　 　 立

人 　 　 格

基 本 財 産

保証債務残高

利用企業者数

理 　 　 事

事 務 所

監 事 職 員

社団法人として設立

財団法人として設立

信用保証協会法に基づく特殊法人に組織変更

吉田支所開設

大月支所開設

山梨県中小企業会館の建設に伴い、本店を甲府市丸の内から甲府市飯田に移転

大月支所と吉田支所を富士吉田支店として統合

本店分室開設

昭和24年5月

信用保証協会法（昭和28年8月10日法律第196号）に基づく認可法人

14,864,793千円

224,737,156千円

10,426先

15名

本　　　　店　　甲府市飯田二丁目2番1号　山梨県中小企業会館内
本 店 分 室　　甲府市富士見一丁目2番26号
富士吉田支店　　富士吉田市下吉田二丁目31番14号 

　中小企業者等のために信用保証の業務を行い、もってこれらの者に対する金融の円滑化を図ることを
目的としています。（定款第１条）

　山梨県信用保証協会は、創意と工夫を活かした質の高い信用保証サービスの提供を通じて、中小企業
の振興と地域経済の活力ある発展に貢献します。

あゆみ

（令和８年３月現在）

山梨県信用保証協会の概要

2名 57名
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山 下 　 　 誠

滝 川 　 憲 一

末 木 　 憲 生

名 取 　 正 樹

岩 下 　 和 彦

川 上 　 博 之

栗 山 　 直 樹

越 石 　 　 寛

小 林 　 洋 一

古 屋 　 賀 章

南 　 　 邦 男

望 月 　 大 輔

望 月 　 幹 也

山 下 　 政 樹

山 土 井 浩 一

秋 山 　 浩 之

星 野 　 正 司

常 勤

常 勤

常 勤

常 勤

非常勤

非常勤

非常勤

非常勤

非常勤

非常勤

非常勤

非常勤

非常勤

非常勤

非常勤

常 勤

非常勤

山梨県商工会連合会会長

商工組合中央金庫甲府支店支店長

山梨県中小企業団体中央会会長

甲府商工会議所専務理事

山梨県産業政策部部長

山梨県銀行協会会長

山梨県信用組合協会会長

山梨県議会農政産業観光委員会委員長

山梨県町村会会長

山梨県市長会会長

山梨県信用金庫協会会長

公認会計士

会 長

専 務 理 事

常 務 理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

監 事

監 事

　「信用」の頭文字である「S」を基調に、信用保証協会と金融機関が中小企業者を包み、
その健全な繁栄に大きく寄与する願いがこめられています。

富士山と甲斐犬をもとに生まれたシンくんとヨウちゃん。
当協会のロゴから生まれたタモツさん。
シンくんとヨウちゃんは、ロゴマーク柄のスカーフを巻いています。
協会に対する「堅い」「近寄りがたい」などのイメージを払拭し、
親しみを持ってもらえるよう、様々な広報の場面で活用し、信用保
証協会の認知度向上に努めています。

令和8年6月1日現在（敬称略）役員名簿

協会章（シンボルマーク）

イメージキャラクター

（五十音順）

当協会のロゴから生まれたタモツさん。
シンくんとヨウちゃんは、ロゴマーク柄のスカーフを巻いています。
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組織機構図
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　店

本

　店

　分

　室

総 務 部

営 業 部

管 理 部

富士吉田支店
［郡内地区］
保証推進、金融相談、保証申込受付、保証書発行、創業支援、保証審査、保証条件の変更、
期中管理、経営支援・再生支援、事故報告に関すること

監 査 室 監事会、内部監査、外部監査、個人データの監査
に関すること

総 務 課
理事会、組織・機構、予算決算・事業報告、研修、
コンプライアンス、諸規程類の制定・改廃、人
事、給与、信用保証料の返戻、経理、福利厚生
に関すること

経 営 企 画 課
外部評価委員会、事業計画、業務全般に係る広
報、保険契約、統計、データ管理、パソコン・サー
バ管理、システム維持・管理・運用、ホームペー
ジに関すること

営 業 統 括 課
保証制度の新設・改廃、保証推進、保証業務の
調整、保証申込受付、保証書発行、信用保証料、
保証関係諸報告、協力店舗表彰関係、保証に係
る広報・企画、団体信用生命保険に関すること

保 証 課
［国中地域］
保証推進、金融相談、保証審査、保証条件の変更、
創業支援に関すること

経 営 支 援 課
［国中地域］
金融相談、保証審査、保証条件の変更、期中管理、
経営支援・再生支援、事故報告に関すること

管 理 統 括 課 管理業務の調整、求償権管理・回収、法的措置、
管理関係諸報告、求償権償却に関すること

代 位 弁 済 課
事故報告受領後の保証債務の管理、代位弁済請
求受理、代位弁済履行、担保移転事務、資産調査、
保険金及び補填金請求・受領、回収金納付、
管理事務停止及び整理に関すること

管 理 一 課 求償権管理・回収、法的措置、管理事務停止に
関すること

管 理 二 課 求償権管理・回収、法的措置、管理事務停止に
関すること

（令和８年4月1日現在）
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保証制度の新設・改廃、保証推進、保証業務の
調整、保証申込受付、保証書発行、信用保証料、
保証関係諸報告、協力店舗表彰関係、保証に係
る広報・企画、団体信用生命保険に関すること

保 証 課
［国中地域］
保証推進、金融相談、保証審査、保証条件の変更、
創業支援に関すること

経 営 支 援 課
［国中地域］
金融相談、保証審査、保証条件の変更、期中管理、
経営支援・再生支援、事故報告に関すること

管 理 統 括 課 管理業務の調整、求償権管理・回収、法的措置、
管理関係諸報告、求償権償却に関すること

代 位 弁 済 課
事故報告受領後の保証債務の管理、代位弁済請
求受理、代位弁済履行、担保移転事務、資産調査、
保険金及び補填金請求・受領、回収金納付、
管理事務停止及び整理に関すること

管 理 一 課 求償権管理・回収、法的措置、管理事務停止に
関すること

管 理 二 課 求償権管理・回収、法的措置、管理事務停止に
関すること

（令和８年4月1日現在）
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コンプライアンスへの取り組み

コンプライアンス組織体制図

コンプライアンスへの取り組み

　山梨県信用保証協会は、公共的使命と社会的責任を果たし、社会から揺るぎない信頼の確立を図るた
め、コンプライアンスを経営の課題の一つとして位置付け、「山梨県信用保証協会倫理憲章」に基づき、
下記の組織体制において役職員一丸となりコンプライアンスの実践に取り組んでいます。

創意と工夫を活かした質の高い信用保証
サービスの提供を通じて、地域経済の発
展に貢献する。

質の高い信用保証サービス

広く社会とのコミュニケーションを図り
ながら地域社会への貢献に努める。

地域社会に対する貢献

社会の秩序や安全に脅威を与え
る反社会的勢力とは、断固とし
て対決する。

反社会的勢力との対決
あらゆる法令やルールを厳格に
遵守し、誠実かつ公正な事業活
動を遂行する。

法令やルールの
厳格な遵守

信用保証協会の公共性と社会的責任
の重みを常に認識し、健全な業務運
営を通じて信頼の確立を図る。

公共性と社会的責任

山梨県
信用保証協会
倫理憲章

理 事 会

職 員 等

顧問弁護士

報告・連絡・相談

指示

調査・チェック

コンプライアンス委員会

コンプライアンス統括部署
（総務部総務課）

コンプライアンス監理統括者（総務部長）

コンプライアンス監理者（部長・支店長）

コンプライアンス担当者（各課長・支店次長）

セクハラ・パワハラ
相談担当者

監 事
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信用補完制度の仕組み
　信用補完制度とは、「中小企業者、金融機関、信用保証協会の三者から成り立つ信用保証制度」と、「信
用保証協会が日本政策金融公庫に対して再保険を行う信用保険制度」の二つの制度の総称です。

　信用保証協会は、都道府県を単位として47協会、市を単位として4協会、あわせて全国で51の協会
が設けられており、信用保証制度の仕組みは次のとおりとなっています。

信用保証制度

1

2
3
4

5

中小企業・小規模事業者の皆さまの信用保証のお申込みは、融資を申し込まれた金融機関を経由
していただくのが一般的です。商工団体、自治体に直接お申込みいただく方法もあります。

信用保証協会が保証の承諾を決定させていただいた場合は、信用保証書を金融機関に交付します。

その信用保証書に基づき、金融機関は中小企業・小規模事業者の皆さまに融資を行います。この時、
信用保証料をご負担していただきます。

信用保証協会では、事業内容、資金の妥当性、将来性などを審査し、保証の諾否を決定します。

中小企業・小規模事業者の皆さまは、融資条件に基づき、金融機関に返済をしていただきます。

7 信用保証協会が中小企業・小規模事業者の皆さまに代わって金融機関に借入金を弁済します。

6 事業上の都合で、万一、返済が履行されない事態になったとき、金融機関は信用保証協会に代位
弁済の請求をします。

8・9 その後、中小企業・小規模事業者の方とご相談しながら信用保証協会にご返済していただきます。

信用保証協会
（全国51協会）

中小企業者
金融機関

委託申込
返 済

1
9

保 証 申 込
代位弁済請求

1
6

借 入 申 込
返 済

1
5

信 用 調 査
求償権の取得

2
8

保証承諾
代位弁済

融 資

3
7

4
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信用補完制度の仕組み
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中小企業・小規模事業者の皆さまは、融資条件に基づき、金融機関に返済をしていただきます。

7 信用保証協会が中小企業・小規模事業者の皆さまに代わって金融機関に借入金を弁済します。

6 事業上の都合で、万一、返済が履行されない事態になったとき、金融機関は信用保証協会に代位
弁済の請求をします。

8・9 その後、中小企業・小規模事業者の方とご相談しながら信用保証協会にご返済していただきます。

信用保証協会
（全国51協会）

中小企業者
金融機関

委託申込
返 済

1
9

保 証 申 込
代位弁済請求

1
6

借 入 申 込
返 済

1
5

信 用 調 査
求償権の取得

2
8

保証承諾
代位弁済

融 資

3
7

4
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保険契約

保険料支払い

保険金請求

保険金支払い

回収金納付

　信用保証協会の信用保証制度を補うため、日本政策金融公庫の信用保険制度があります。
　信用保証協会は、地方公共団体、金融機関等から出捐金や負担金を受けることにより信用保証業務に
伴うリスクに対し資金的な裏付けを行い、信用保険制度により代位弁済に伴う負担が軽減されます。こ
のため、信用保証協会は広範な中小企業・小規模事業者の皆さまの金融を円滑にすることができます。

信用保険制度

　県及び市町村では、県内中小企業・小規模事業者の皆さまの金融の円滑化を図るため、当該地
域の特性・ニーズ等に応じて、当協会及び県内金融機関と協調して制度融資を実施しています。
制度融資によっては、当協会と地方公共団体との間で損失補償契約を締結し、当協会は代位弁済
の後に損失補償金を受領し、その後の回収に応じて返納しています。

県・市町村と信用保証協会との関係

1 日本政策金融公庫と信用保証協会は信用保険契約を締結し、この保険契約に基づき日本政策金融
公庫は信用保証協会の保証に対して保険を引き受けます。

2 信用保証協会は、日本政策金融公庫に保険料を支払います。

3 信用保証協会が金融機関に代位弁済を行った場合は、日本政策金融公庫に保険金請求を行います。

4 日本政策金融公庫は、信用保険の種類に応じ、代位弁済した元本額の70％から90%を保険金と
して信用保証協会に支払います。

5 信用保証協会は、代位弁済した中小企業・小規模事業者からの回収金を、保険金の受領割合に応
じて日本政策金融公庫に納付します。

信用保証協会 日本政策金融公庫

1

2

3

4

5
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信用保証のご利用にあたって
ご利用いただける方

1 企業規模

法人は次の資本金または常時使用する従業員数のどちらか一方が該当すればご利用いただけます。
個人は次の常時使用する従業員数が該当すればご利用いただけます。

2 所 在 地

法人の場合は、県内に本店または事業所を有している方を対象としています。
個人の場合は、県内に住居または事業所を有している方を対象としています。

3 業 種

中小企業信用保険法施行令で定める業種となっており、商工業のほとんどの業種でご利用いただけ
ます。ただし、農林・漁業、金融（一部を除く）・保険業、サービス業のうち風俗関連営業等、宗教・政治・
経済・文化団体、その他信用保証協会において不適当と認める業種についてはご利用いただくことが
できません。

4 許認可等

　許認可や届出を必要とする事業を営んでいる場合は、当該事業に係る許認可等を受けていること
が必要となります。

（注１）生計を一にしている家族従業員、会社の役員、全くの臨時的な従業員は、従業員数に含まれません。
（注２）組合は、当該組合が保証対象業種を営むもの、またはその構成員の３分の２以上が保証対象業種を営んでいれば対象となります。
（注３）製造業等の「等」とは、卸売業、小売業、サービス業以外の業種をいいます。
（注４）医療法人等とは、医業を主な事業としている一般社団法人、一般財団法人、社会福祉法人を含みます。

（注1）本店とは、単なる登記上の所在地ではなく、企業の実体があることが必要です。
（注2）住居とは、単なる住民登録上の住所というだけでなく、原則として現に居住していることが必要です。

製造業等
（運送業、建設業を含む）

卸売業
サービス業
小売業・飲食業

医療法人等

ソフトウェア業・
情報処理サービス業

旅行業
宿泊業（旅館業を除く）・娯楽業

旅館業

３億円以下

３億円以下
5,000万円以下
5,000万円以下

300人以下

300人以下
100人以下
200人以下

ゴム製品製造業
３億円以下 900人以下

3億円以下

1億円以下
5,000万円以下
5,000万円以下

300人以下

100人以下
100人以下
50人以下
300人以下

（個人の場合は100人以下）

業　　種 資 本 金 常時使用する従業員数

政令特例業種 資 本 金 常時使用する従業員数

自動車または航空機用タイヤおよび
チューブ製造業ならびに工業用ベルト
製造業を除く
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信用保証のご利用にあたって
ご利用いただける方

1 企業規模

法人は次の資本金または常時使用する従業員数のどちらか一方が該当すればご利用いただけます。
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信用保証の内容
1 保証の限度額

2 保証期間

3 資金使途

4 連帯保証人

5 担　　保

事業経営に必要な運転資金と設備資金に限られます。

必要となる場合があります。法人の代表者以外の連帯保証人は原則不要です。

※金融機関から融資を受ける際に、経営者が会社の連帯保証人になることを経営者保証といいます。
　①金融機関連携型、②財務要件型、③担保充足型、④事業者選択型、⑤個別制度
　のいずれかに該当する場合は、経営者保証を不要とする取扱いができます。

必要に応じて不動産などを提供していただきます。

＊上記の限度額とは別枠でご利用いただける保証制度もあります。

法 人 ・ 個 人

組 合

2億8,000万円（無担保保証8,000万円を含む）

4億8,000万円（無担保保証8,000万円を含む）

一 般 保 証

保証協会制度保証
県・市町村制度融資

原則として運転資金７年以内、設備資金10年以内

それぞれの制度の定めによります。
（最長のもので20年）

　当協会は、申込人または保証人が反社会的勢力に該当しないこと、及び将来にわたって反社会的
勢力に関係しないことを確約しなければ、信用保証の対象としておりません。
　また、信用保証制度を悪用する行為を排除し、第三者が介在・介入する申込を取扱いいたしません。

反社会的勢力は信用保証協会の保証の対象となりません
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責任共有制度

従業員数が20人以下（卸・小売・サービス業（宿泊業及び娯楽業を
除く。）は５人以下）の会社・個人

運転資金・設備資金

2,000万円（既保証残高を含む）

運転資金5年以内 ・ 設備資金7年以内（据置期間1年以内）

ご利用いただける方

資金使途

融資限度額

保証期間

原則としてすべての保証が対象となりますが、対象外となる保証制度は以下のとおりです。
●経営安定関連保険（セーフティネット）1号～4号、6号に係る保証
●災害関係保険に係る保証
●創業関連保険、創業等関連保険に係る保証
●特別小口保険に係る保証
●事業再生保険に係る保証
●小口零細企業保証制度（※）
●求償権消滅保証
●破綻金融機関等関連特別保証
●危機関連保証

注：事業再生計画実施関連保証制度で責任共有
制度対象外制度にかかる既往保証付借入金
を残高の範囲内で借り換える場合について
も、責任共有制度の対象外となります。

　責任共有制度には、部分保証方式、負担金方式の２つの方式があり、金融機関がいずれかを選択
して採用することとなっています。金融機関の負担割合はいずれの方式においても同様です。

　信用保証協会と金融機関とが責任を共有し、両者が連携して中小企業・小規模事業者の皆さまを支援
することを目的として、平成19年10月1日から責任共有制度が導入されました。

1 制度の概要

2 責任共有制度の対象外となる保証制度

部分保証方式 負担金方式

【保証時点】

【代位弁済時点】

【※小口零細企業保証制度の概要】

【保証時点】

【代位弁済時点】

80％
保証部分

100％
保証部分

100％
保証協会の代位弁済額

20％
非保証
部　分

20％
負担金

20％
プロパー分

80％
保証協会の代位弁済額

金融機関は80％の保証部分について、保証協会から代位弁
済を受けますが、残りの20％については、金融機関の負担
となります。

金融機関は残高の全額について、保証協会から代位弁済を
受けますが、事後的に20％相当の負担金を支払うことにな
ります。
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責任共有制度
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【保証時点】

【代位弁済時点】

【※小口零細企業保証制度の概要】

【保証時点】

【代位弁済時点】

80％
保証部分

100％
保証部分

100％
保証協会の代位弁済額

20％
非保証
部　分

20％
負担金

20％
プロパー分

80％
保証協会の代位弁済額

金融機関は80％の保証部分について、保証協会から代位弁
済を受けますが、残りの20％については、金融機関の負担
となります。

金融機関は残高の全額について、保証協会から代位弁済を
受けますが、事後的に20％相当の負担金を支払うことにな
ります。
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信用保証料

　信用保証料（以下「保証料」という。）は、中小企業・小規模事業者の皆さまと信用保証協会との信用
保証委託契約に基づき、信用保証協会の保証をご利用いただく対価としてお支払いいただくものです。

《一括返済の場合》　　　　保証料＝貸付金額×保証料率×保証期間（日）／365
《均等分割返済の場合》　　保証料＝貸付金額×保証料率×保証期間（日）／365×分割係数

1 信用保証料

　中小企業・小規模事業者の皆さまの経営状況に応じて、9段階に区分された料率体系を適用して
おり、料率区分は財務諸表の情報をCRD（注１）により評価して決定されます。
　なお、特別小口保証、セーフティネット保証、流動資産担保融資保証などは9区分の料率体系に
よらず、一定の料率が適用されます。

2 保証料率

3 保証料率決定のプロセス

4 保証料の計算

【９段階の保証料率体系】 （単位：％）

区　　分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
責任共有対象制度
（特殊保証（注2））

責任共有対象外制度
（特殊保証（注2））

1.90 
(1.62)

1.75 
(1.49)

1.55 
(1.32)

1.35 
(1.15)

1.15 
(0.98)

1.00 
(0.85)

0.80 
(0.68)

0.60 
(0.51)

0.45 
(0.39)

2.20 
(1.87)

2.00 
(1.70)

1.80 
(1.53)

1.60 
(1.36)

1.35 
(1.15)

1.10 
(0.94)

0.90 
(0.77)

0.70 
(0.60)

0.50 
(0.43)

（注１）CRDとは、経済産業省の発案により、中小企業金融の円滑化を支援することを目的として創設された「中小企業信用リスク情報データ
ベース（Credit　Risk  Database)」の略称で、中小企業の財務データを蓄積した日本最大のデータベースです。

（注２）特殊保証とは当座貸越根保証、事業者カードローン当座貸越根保証、手形・電子記録債権割引根保証のことです。
（注３）次の①～②のいずれかに該当する場合は、区分⑤の料率が適用されます。

①　個人その他の法令で定めるところにより貸借対照表及び損益計算書を作成する義務を課されていない者であって、貸借対照表およ
び損益計算書がないもの。
②　事業開始後、最初の事業年度の決算における貸借対照表および損益計算書がないもの。

分
割
係
数
表

返済回数
  

  7
13
25

～
～
回～

回
回
回

0.70
0.65
0.60
0.55

0.77
0.72
0.66
0.61

～6
12
24

均等分割返済 不均等分割返済

保証申込

責任共有対象

担保提供による割引の適用ができている場合0.1％を割引
※保証制度により割引の対象とならない場合があります

※保証制度により割引の対象とならない場合があります

割引措置1

割引措置2 会計参与を設置している法人の場合、0.1％を割引

信用保証料率の決定

責任共有対象外 所定の一律保証料率

９段階の保証料率を適用する保証 一律の保証料率を適用する保証
政策的に配慮された一律の信用保証料率が適用される保証
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個人情報保護宣言（平成17 年４月１日制定）

基本理念
　山梨県信用保証協会は信用保証協会法（昭和28年8月10日法律第196号）に基づく法人であり、中小
企業等の皆様が金融機関から貸付等を受けるについて、貸付金等の債務を保証することを主たる業務と
しており、信用保証協会の制度の確立をもって中小企業等の皆様に対する金融の円滑化を図ることを目
的としております。
　業務上、お客様の個人情報を取得・利用等をさせていただくことになりますが、お客様の個人情報の
取り扱いについて以下の方針で取り組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。

　お客様の個人データ（当協会が取得し、又は取得しようとしている個人情報であって、当協会が
個人データとして取り扱うことを予定しているものを含む。以下本項において同じ。）について、組
織的・人的・物理的・技術的安全管理措置を継続的に見直し、お客様の個人データの取り扱いが適
正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り組みを見直します。安全管
理措置の主な内容につきましては、当協会ホームページの「個人情報の取扱いについて」の「個人
情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」に公表しておりますのでご覧ください。

　当協会は、お客様の個人情報の取り扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個
人情報保護への取り組みを見直します。

　当協会は個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）などの法令およびガイドライン等
を遵守して、お客様の個人情報を取り扱います。

1 個人情報に関する法令等の遵守

●当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用
します。なお、利用目的の詳細につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレッ
ト）の「個人情報保護法に基づく公表事項に関するご案内」の「1. 当協会が取り扱う個人情報の
利用目的」に公表しておりますのでご覧ください。
●取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には
使用いたしません。
●取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三
者には提供・開示しません。
●お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必
要と認められる目的以外の目的には使用いたしません。

2 個人情報の取得・利用・提供

3 個人データの適正管理

4 個人情報保護の維持・改善

12



個人情報保護宣言（平成17 年４月１日制定）
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　山梨県信用保証協会は信用保証協会法（昭和28年8月10日法律第196号）に基づく法人であり、中小
企業等の皆様が金融機関から貸付等を受けるについて、貸付金等の債務を保証することを主たる業務と
しており、信用保証協会の制度の確立をもって中小企業等の皆様に対する金融の円滑化を図ることを目
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　業務上、お客様の個人情報を取得・利用等をさせていただくことになりますが、お客様の個人情報の
取り扱いについて以下の方針で取り組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。

　お客様の個人データ（当協会が取得し、又は取得しようとしている個人情報であって、当協会が
個人データとして取り扱うことを予定しているものを含む。以下本項において同じ。）について、組
織的・人的・物理的・技術的安全管理措置を継続的に見直し、お客様の個人データの取り扱いが適
正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り組みを見直します。安全管
理措置の主な内容につきましては、当協会ホームページの「個人情報の取扱いについて」の「個人
情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」に公表しておりますのでご覧ください。

　当協会は、お客様の個人情報の取り扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個
人情報保護への取り組みを見直します。

　当協会は個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）などの法令およびガイドライン等
を遵守して、お客様の個人情報を取り扱います。

1 個人情報に関する法令等の遵守

●当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用
します。なお、利用目的の詳細につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレッ
ト）の「個人情報保護法に基づく公表事項に関するご案内」の「1. 当協会が取り扱う個人情報の
利用目的」に公表しておりますのでご覧ください。
●取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には
使用いたしません。
●取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三
者には提供・開示しません。
●お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必
要と認められる目的以外の目的には使用いたしません。

2 個人情報の取得・利用・提供

3 個人データの適正管理

4 個人情報保護の維持・改善
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　当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情について適切かつ迅速に取り組みます。

●当協会が保有する個人データについて、内容の訂正・追加・削除、利用停止、消去または第三者
提供の停止のご要望がある場合は、下記の窓口にご連絡ください。調査確認のうえ、法令等に定
める一定の場合を除き、ご対応いたします。
●　　　の具体的な手続きにつきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）
の「個人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」の8.（３）「開示等の請求等に応じる手
続等に関する事項」をご覧ください。

6 保有個人データ等の開示・利用目的の通知

7 保有個人データの内容の訂正等、利用停止等、第三者提供の停止

8 質問・苦情について

　当協会における個人情報等に関する各種のお問い合わせの窓口は以下のとおりです。

住 所

電話番号 

部 署 名

山梨県甲府市飯田二丁目２番１号       

055（235）9708 

総務部総務課 

9 開示・利用目的の通知・内容の訂正等・利用停止等・第三者提供の停止・
安全管理措置・相談・質問・苦情窓口

●法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会が保有するお客様ご自身の個人データ等の
開示およびその利用目的の通知を求めることができます。
●請求の方法は当協会窓口に備置してある個人情報開示請求書に所定の事項を記載のうえ、ご本人
確認書類を添付して当協会窓口に持参（または郵送）ください。
●個人データの開示および利用目的の通知につきましては、1件につき500円をいただきます。

●当協会は、個人情報保護法第２７条第５項第１号の規定に基づき個人データに関する取り扱いを
外部に委託する場合があります。
●委託する場合には適正な取り扱いを確保するため契約の締結、実施状況の点検などを行います。

5 個人データの委託
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第７次中期事業計画（令和６年度～令和８年度）

ポストコロナにおける適切な資金繰り支援と中小企業
の成長発展及び地域経済活性化への取り組み

　中小企業者の抱える様々な経営課題の解決に向けた経営支援の重要性が増している中で、当協会におい
ては、ポストコロナの資金繰り支援、挑戦意欲のある中小企業者への支援、関係支援機関との連携の強化
による経営支援の充実を図るとともに、職員の能力育成等に努めることとし、令和６年度から令和８年度
までの３か年間の中期事業計画における業務上の基本方針を以下のとおりとする。

　過剰債務を抱える中小企業者に対し借換等の柔軟対応に加え、新たな資金需要についてもニーズ
に応じた適切な資金繰り支援を金融機関との密なる連携の下、取り組んでいく。
　また、中小企業者の成長発展に寄与すべく経営者保証に依存しない融資慣行を促すとともに、ス
タートアップ創出の促進や伴走型支援による地方創生への貢献に取り組んでいく。

　挑戦意欲のある中小企業者に対しては、「収益力改善」「事業再生」「再チャレンジ」といった各
局面における経営支援を、金融機関ならびに関係支援機関との実効的な連携体制により取り組んで
いく。
　経営支援の質を高めるため、職員の経営改善・再生支援スキルを向上させ、多種多様な課題の解
決を図る。
　中小企業者の事業維持および発展に資する効果的な支援対応に繋げるため、専門家派遣事業利用
先の収益性変化についてローカルベンチマーク指標を用いて検証し、専門家派遣後における中小企
業者の６割以上１の改善効果を継続させる。

１ 令和３年度に専門家派遣を利用した先の収益性指標（売上高増加率・営業利益率）改善率は、61％

挑戦する中小企業者に対する経営支援の取り組み

1

2

　求償権の管理コストや効率性を重視した回収と適切な管理体制の構築を進めるとともに、中小企
業者の個々の実情に即した対応により事業再生や生活再建等の再チャレンジに向けた支援に積極的
に取り組む。

効率性を重視した求償権管理と事業再生・生活再建
への取り組み

3
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第７次中期事業計画（令和６年度～令和８年度）
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　中小企業者の事業維持および発展に資する効果的な支援対応に繋げるため、専門家派遣事業利用
先の収益性変化についてローカルベンチマーク指標を用いて検証し、専門家派遣後における中小企
業者の６割以上１の改善効果を継続させる。

１ 令和３年度に専門家派遣を利用した先の収益性指標（売上高増加率・営業利益率）改善率は、61％

挑戦する中小企業者に対する経営支援の取り組み

1

2

　求償権の管理コストや効率性を重視した回収と適切な管理体制の構築を進めるとともに、中小企
業者の個々の実情に即した対応により事業再生や生活再建等の再チャレンジに向けた支援に積極的
に取り組む。

効率性を重視した求償権管理と事業再生・生活再建
への取り組み

3

14

　コンプライアンス実践計画に掲げる具体的な取り組みの充実を図るとともに、反社会的勢力、不
正利用者に対しては、関係機関と連携を図り、信用保証制度の利用を未然に防止する等、コンプラ
イアンスを全ての業務の基本と捉えた業務運営に努める。
　また、事業継続計画（ＢＣＰ）等の充実を図り、災害等の不測の事態にも適切に対応ができるよ
う危機管理態勢の維持・強化を図る。
　さらには、計画等に基づく重要事項について役職員間での認識共有を徹底し、ガバナンスの強化
を図るとともに、利用者目線に立った広報活動の展開等、適切な情報公開を通じた透明性の高い組
織運営に取り組む。

　より高度化する業務を的確に遂行するため、積極的な人的資本投資を行うことにより、自信と意
欲を持って能力を発揮できる人材の育成に取り組むとともに、対話と学び合いを通じて環境変化に
対応できる強靭な組織を構築していく。また、ワークライフバランスを推進し、職員の健康維持等
快適な職場環境整備を通じ、職員のエンゲージメント向上に取り組む。
　さらに、顧客ニーズに迅速かつ適切に対応するとともに、事務フローの見直しやデジタル化への
積極的な対応を通じ、業務の効率化を進展させる等、引き続き業務改革にも取り組む。

信頼される組織運営への取り組み

組織活性化への取り組み

4

5
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1. 経営方針

令和8年度経営計画

1 業務環境

2 業務運営方針

１）山梨県の景気動向
　日本銀行甲府支店の山梨県金融経済概観（2026年2月）によると、「県内景気は、緩やかに持ち直
している。」としている。
　このような状況のもと、需要面では、観光・宿泊の堅調な動きに加え、賃上げの広がりを背景に
個人消費の持ち直しがみられる。生産面では、半導体関連や精密機器など県内主力製造業において
回復の動きがみられるものの、海外経済の動向や為替変動の影響を受けやすい業種も存在しており、
業種ごとに回復の動きに差がみられる。地場産業については、原材料価格の高騰や需要の伸びといっ
た課題を抱えつつも、価格転換の進展や付加価値向上の取り組みにより、明るい兆しも見え始めて
いる。
　先行きについては、国内外の景気回復や雇用・所得環境の改善が下支えとなることが期待される
一方、物価上昇の長期化、金融政策の動向、日中関係や中東情勢など先行き不透明な国際情勢の影
響が県内経済の下振れリスクとして懸念されており、引き続き注視が必要である。

２）中小企業を取り巻く環境
　県内の中小企業・小規模事業者を取り巻く環境は、売上高の回復がみられる企業がある一方で、
原材料費・エネルギー価格の高騰や、人件費の上昇などにより、収益改善が十分に進んでいない企
業も多い。財務省関東財務局の法人企業景気予測調査や、民間調査機関の動向からも、景況感は持
ち直しつつあるものの、先行きに対する慎重な見方が根強いことが窺える。
　また、深刻な人手不足は引き続き大きな経営課題となっており、特に建設業、観光関連産業など
では人材確保が事業継続や成長の制約要因となっている。加えて、賃上げ要請への対応や働き方改
革への対応が求められる中で、生産性向上に向けた業務効率化やデジタル化への取り組みが不可欠
となっている。
　さらに、金利環境の変化やコスト上昇の影響を背景に、財務体質の改善や事業構造の見直しを迫
られている企業も多く、経営改善・事業再生支援に対するニーズは引き続き高い水準にある。これ
までの事業承継問題に加え、自然災害への対策や、脱炭素に対する取り組みなど、従来以上に中小
企業・小規模事業者が直面する経営課題は多様化かつ複雑化している。

　令和８年度は、令和６年度を初年度とする中期事業計画の最終年度として、これまでの取り組み
の成果と課題を踏まえ、施策の定着と体制の確立を通じ、地域経済を支える信用保証制度の安定的
かつ持続的な運営に取り組む。
　中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境は、先行きに対する不透明感の強さが継続している
中、政策保証を的確に運用し、金融機関および関係支援機関との連携を一層強化することで、事業
者の実情に応じた資金供給の円滑化を図るとともに、期中管理を重視した経営支援を通じて、持続
的な事業活動を支援する。あわせて、経営者保証に依存しない保証制度の普及を着実に進めること
により、事業の持続的発展と成長を後押しする。
　また、代位弁済増加に対する求償権管理については、適切で透明性の高い債権管理と業務の効率
化を進め、迅速かつ公平な対応に努めるとともに、事業再生や再チャレンジを後押しする取り組み
を進める。
　さらに、コンプライアンスおよびリスク管理態勢の強化、ＩＴ・デジタルを活用した業務の合理化・
効率化、職員の能力開発と組織力の向上に取り組み、協会運営の健全性と信頼性の確保を図る。
　以上を令和８年度の業務運営上の基本方針とし、次に掲げる事項を重点課題として取り組む。
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2. 重点課題
1 保証部門

2 期中管理・経営支援部門

3 回収部門

4 その他間接部門

保証承諾等の見通し

❶ 政策保証による事業者の実情に応じた資金繰り支援
❷ 成長ステージに応じた生産性向上および賃上げに資する柔軟な金融支援
❸ 経営者保証に依存しない融資慣行への更なる促進

❶ 関係支援機関との密接な連携下における、一歩先を見据えた主体的な事業者支援
❷ 経営改善や再生を後押しする保証制度を活用した金融支援
❸ 専門家派遣事業の効果測定を踏まえた、より効果的な支援

❶ 求償権管理体制の整備と回収業務の効率化
❷ 求償権の管理事務停止と整理による管理求償権の適正化
❸ 連帯保証人の実情に応じた生活再建支援
❹ 事業再生や経営者保証ガイドラインの活用による再チャレンジ支援

❶ 組織全体のコンプライアンス意識の向上、定着
❷ リスク管理体制の強化
❸ ホームページコンテンツの充実と利便性の向上
❹ 人材育成の取組強化
❺ 組織活性化に向けた健康維持増進の取り組み
❻ 業務プロセスの見直しと効率化

　当協会では、経営の透明性をより一層向上させ、対外的な説明責任を果たす
ため、計画の実施状況について自己評価を行うとともに、第三者機関である外
部評価委員会における客観的評価を受けています。
　外部評価の内容については、当協会のホームページで公表しています。

令和8年度の主要業務数値（計画）は次のとおりです。
項　　目

保 証 承 諾
保証債務残高
代 位 弁 済
実 際 回 収

62,000
207,000
5,500
470

106.9
104.0
122.2
104.4

金額（百万円） 対前年度計画比（％）

外部評価
委 員 会
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主な保証制度一覧（令和8年3月31日現在）
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特徴 保証限度額 保証期間 保証料率（年利）

協
会
制
度

一般保証 特別の要件を定めない、一般的な事業資金
需要に対応しています。 2億8,000万円 運転  　7年

設備　10年 0.45%～1.90%

根保証（手形貸付・手形割
引・電子記録債権割引 ）

反復・継続的に手形貸付、手形割引の利用
が可能です。 2億8,000万円 貸付　 2年

割引　 1年
貸付0.45%～1.90%
割引0.39%～1.62%

当座貸越根保証
（ 貸付専用型 ）

当座貸越により反復・継続的な資金需要に
対応しています。 2億8,000万円 1年もしくは2年 0.39%～1.62%

事業者カードローン
カードを用い、CDや ATMを通じ簡易な
手続きで反復・継続的な資金需要に対応し
ています。

2,000万円 1年もしくは2年 0.39%～1.62%

財務要件型
無保証人保証

一定の財務要件の下で経営者保証を不要と
する保証を行うことにより、中小企業者の積
極的な設備投資及び事業拡大を支援します。

2億8,000万円 運転　　7年
設備　 10年 0.45%～1.90%

セーフティネット保証
（経営安定関連保証）

災害、全国的な不況業種などの理由により、
経営の安定に支障をきたしている企業者を
支援する制度です。

2億8,000万円
（別枠） 10年

1～4号、6号　0.90%
5号　 　　　　　0.80%
7～ 8号　　　　0.75%

流動資産担保融資保証
（ABL保証）

売掛債権や棚卸資産を活用した資金調達が
可能な制度です。

2億円（別枠）
（保証割合は80%） 1年 0.68%

事業再生計画実施関連保証
（経営改善サポート）

特定の経営改善事業再生実施に必要な資金
について保証を行う制度です。

2億8,000万円
（別枠） 15年 0.80%～1.0%

あんしん8000 極度額の範囲内で事業資金が調達できるた
め、急な資金需要の発生に備えることがで
きる制度です。

8,000万円
（自己資本比率が10%以上
20%未満の場合、5千万円まで）

1年もしくは2年 0.39%～1.62%

あんしんプライム 2億円 1年もしくは2年 0.39%～1.62%

ベンリー 500

申込要件を事業者カードローンよりも緩和
した制度で、カードを用いた簡易的な手続
きにより反復・継続的な資金需要に対応す
ることができる制度です。

500万円 1年もしくは2年 0.39%～1.62%

創業応援保証エール
事業を営んでいない個人で、新たに事業を
開始する方もしくは事業開始後、5年を経
過していない事業者が活用できる制度です。

3,500万円 運転　　7年
設備　 10年 0.60%もしくは0.80%

創業応援保証エール・
ウーマン

女性創業者の方を対象に、事業の発展や女
性の活躍を促進することを目的とした制度
です。

500万円 運転　　7年
設備　 10年 0.50%

スタートアップ創出促進
保証制度

創業から一定期間を経過していない会社等
を対象に、経営者保証不要で資金調達がで
きる保証制度です。

3,500万円 10年 1.10%

協調支援型特別保証
プロパー融資と保証付き融資を組み合わせ
ることなどにより金融仲介機能の一層の強
化を図るための保証制度です。

2億8,000万円 10年
0.45%～1.90%
（国の補助0.22%～

0.95%）

補助金連携支援保証
（ショート） 国の施策である中小企業等事業再構築促進

事業を活用する際の資金調達を金融機関と
連携して支援し、新たな企業価値の創出に
寄与することを目的とした制度です。

8,000万円
（ロングと合算して
8,000万円以内）

2年 0.45%～1.90%

補助金連携支援保証
（ロング）

5,000万円
（ショートと合算して
8,000万円以内）

20年 0.45%～1.90%

特定社債保証
中小企業の資金調達手段の多様化を図るた
め、発行する社債（私募債）について保証
を行う制度です。

4億5,000万円
（別枠）

（保証割合は80%）
7年 0.45%～1.90%

SDGs社債保証
SDGsに貢献する取り組みを行う中小企業が
発行する社債の保証を行うことで、長期で安
定的な事業資金の調達を支援する制度です。

4億5,000万円
（別枠）

（保証割合は80%）
7年 0.35%～1.80%
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特徴 保証限度額 保証期間 保証料率（年利）

協
会
制
度

地方創生支援保証
ネクスト

一定の地方創生要件を満たしている企業を
支援する制度で、長期資金の確保が可能で
あり信用保証料率の割引もあります。

2億8,000万円 運転　10年
設備　15年 0.35%～1.80%

借換保証
おまとめロング

当初の約定どおりに返済している既存保証
を長期の保証期間で借り換えることで、返
済負担の軽減を図ることができる制度です。

2億8,000万円 分割返済15年
一括返済　1年 0.45%～1.90%

短期継続支援保証
リピートネオ

金融機関と連携し、決算期ごとの経営状態
を把握するとともに、擬似資本的な資金で
継続支援する制度です。

2億8,000万円 1年 0.45%～1.90%

設備投資保証
長期的展望に立った設備投資に係る資金を
供給することにより、企業の生産性向上を
支援する制度です。

2億8,000万円 20年 0.45%～1.90%

事業承継特別保証

事業承継を予定及び実施した法人を対象に、
一定の要件等を満たすことで経営者保証不
要や信用保証料の割引を受けることができ
る制度です。

2億8,000万円 分割返済10年
一括返済　1年 0.20%～1.90%

事業者選択型経営者保証
非提供促進特別保証制度
（国補助制度）

一定の要件のもと、保証料を上乗せするこ
とにより経営者保証を不要とする取扱いが
可能な制度です。

無担保保険のうち、
一般保証8,000万円
SN4･SN5 8,000万円

分割返済１０年
一括返済　１年

0.70％～2.35％ 
（申込日に応じて国の補助
1.15％、1.10％、0.05％有）｠

プロパー融資借換
特別保証制度｠

経営者保証ありの保証協会保証を付さない
借入（プロパー借入金）を経営者保証なし
の保証付き融資へ借り換えることができる
保証制度です。

２億８, ０００万円 分割返済１０年
一括返済　１年 0.45％～1.90％

経営力強化保証制度｠
金融機関及び認定経営革新等支援機関の支
援を受けつつ、自ら策定した事業計画の実
行に必要な資金を保証する制度です。

２億８, ０００万円

運転　　５年
（借り換えを含む場

合は１０年）
設備　　７年

0.45％～1.75％

特徴 保証限度額 保証期間 保証料率（年利）

県

制

度

事業促進融資 企業体質の強化、経営拡大のために資金が
必要な企業が対象の制度です。

運転2,000万円
設備5,000万円

運転　　5年
設備　　7年

0.45%～1.90%
（県の補助1/2有）

小規模企業
サポート融資

無担保・無保証人の小規模企業者が対象の
制度です。 2,000万円 運転　　7年

設備　 10年
0.50%～2.20%
（県の補助1/2有）

起業家支援融資 これから起業する方、開業5年未満の方が
対象の制度です。 3,500万円 10年 0.90% or 1.30％

（県の補助1/2有）

事業承継支援融資 事業承継の際に必要となる資金が対象とな
る制度です。

運転5,000万円
設備　　　1億円

運転　　5年
設備　 10年

0.20%～1.90%
（県の補助1/2有）

新分野進出支援融資 業種転換、経営の多角化、新製品の研究開
発を行う企業が対象の制度です。

運転3,000万円
設備8,000万円

運転　　5年
設備　10年

0.45%～1.90%
（県の補助1/2有）

連鎖倒産防止関係
取引先の倒産などにより売掛金の回収が困
難な企業に対して、資金繰りの円滑化を図
る制度です。

8,000万円 10年 0.45%～1.90%

不況業種対策関係 国が指定する不況業種で売上が減少してい
る企業が対象の制度です。 5,000万円 10年 0.80%

経営環境変動対策関係 売上の減少等により業況の減少が見込まれ
る企業が対象の制度です。 5,000万円 10年 0.45%～1.90%

経済危機・災害復旧関係 災害等の影響により売上の減少が見込まれ
る企業が対象の制度です。 5,000万円 10年 0.80% or 0.90%

経営力強化支援融資
金融機関及び認定経営革新等支援機関の支
援を受けつつ、自ら策定した事業計画の実
行に必要な資金を保証する制度です。

1億円

運転　　５年
（借り換え含む場
合は１０年）
設備　　７年

0.45％～1.75％

成長やまなし応援融資
生産性向上や働き方改革、成長分野に関す
る事業、SDGsの取り組みを推進する企業
が対象の制度です。

運転2,000万円
設備　　　1億円

（1企業限度額1億円）

運転　　5年
設備　 10年

0.45%～1.90％
（県の補助1/2有）

成長やまなし応援融資
〔賃上げ特例枠〕

「豊かさ共創スリーアップ実践企業認定制
度」のプレミアム認証を取得しており、給
与の増額や賃上げに取り組む企業が対象の
制度です。

運転2,000万円
設備　　　1億円

（1企業限度額1億円）

運転　　5年
設備　 10年

なし
（全額県の補助有）



外部専門家派遣
　当協会では、中小企業診断士、公認会計士、ＩＴ専門家、フードコーディネーターを原則５回まで無
料で派遣できる「専門家派遣サポート事業」を行っております。創業から事業拡大や経営改善、事業承
継まであらゆる経営課題の解決に向けて、当協会がサポートしております。

経営支援のご案内

ご利用いただいたお客さまの声

当社の課題点および今後の経営の方向性を再確認できてよかった。

先生のアドバイスで会社の強みが理解できた。今後は会社の強みを活かした事業展開を進めて
いきたい。

今まで不透明だった社内の数値が先生のアドバイスにより見えるようになり、利益の確保につ
ながった。

･

・

・

創業予定者への支援
創業後支援
生産性向上
経営改善支援
事業承継支援

既支援先フォローアップ
合計

6
6
9
64
0
13
98

0
0
0
42
2
0
44

１
１
２
43
２
２
51

令和５年度
専門家派遣実績

令和６年度 令和７年度
専門家への費用は
保証協会が全額負
担しています。

利用申込 専門家派遣 支援策の協議 支援策の実施
・必要書類をご
準備のうえ、当
協会へお申込
みください。

・原則5回まで専
門家を派遣い
たします。

・保証協会職員
も帯同いたし
ます。

・専門家の診断
結果によって
は、専門家、金
融機関などを
交えて支援策
を協議します。

・新規保証の対応
・返済緩和による
資金繰り支援　

（単位：企業）
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協会へお申込
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・原則5回まで専
門家を派遣い
たします。

・保証協会職員
も帯同いたし
ます。

・専門家の診断
結果によって
は、専門家、金
融機関などを
交えて支援策
を協議します。

・新規保証の対応
・返済緩和による
資金繰り支援　

（単位：企業）
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経営サポート会議

経営改善計画策定支援事業に係る補助事業
　経営改善を必要とする中小企業・小規模事業者の皆さまが、認定支援機関の助言と金融機関と連携を
図る中で策定する経営改善計画の策定費用について、事業者負担額の半額を補助する事業を行っており
ます。

ビジネスマッチング出展に係る補助事業
　当協会の保証利用がある中小企業・小規模事業者の皆さまを対象として、ビジネスマッチング出展に
必要な出展料の一部補助を行っております。

○その他、事業承継に関するご相談について、山梨県
事業承継・引継ぎ支援センターと連携することで円
滑な事業承継を支援するなど、個々の事業者の実情
に応じた経営支援を行っています。

　複数の取引金融機関が一堂に会し、
中小企業・小規模事業者の皆さまの
経営改善や事業再生に向けた意見交
換や助言、金融支援策の協議を行う
ほか、作成された経営計画などの発
表の場として、金融支援策の目線合
わせを行うことができるなど、早期
の経営支援を受けることが可能です。

金融機関と保証協会が
一体となったサポート
体制の構築

中 小 企 業・
小規模事業者

金融機関・
関係機関

信用保証協会

山梨テクノ
ICTメッセ

アグリフード
EXPO東京

しんくみ食の
ビジネスマッチング展

中小企業総合展
in Gift Show

中小企業総合展
in FOODEX

新価値創造展

地方銀行
フードセレクション

事業のライフス
テージに応じた
経営支援を行っ
ています。
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保証制度の新設・改正

令和７年度の主な取り組み

　中小企業・小規模事業者に対して、無担保保証枠を拡
大し、擬似資本的な資金及び経常運転資金の供給による
資金繰りの安定化と、金融機関と連携した経営支援を通
じた経営支援・発展を目的に創設された制度です。
　令和７年度は、制度目的に「経常運転資金」を追加し
たほか、「証書貸付」を利用可能とし、継続更新時の決裁
基準を見直すなど、制度の拡充を行いました。

短期継続支援保証「リピートネオ」及び「スーパーリピート」（改正）
改正日：令和7年10月10日

取扱開始日：令和8年3月16日

モニタリング強化型特別保証制度（新設）

　物価高や人手不足などの経営
課題を抱える中小企業者に対し
て、事業の成長や立て直しに向
けた資金需要に対応し、資金繰
りの円滑化を図るとともに、認
定経営革新等支援機関と連携し
た継続的なモニタリングや経営
支援を通じて、経営改善や経営
力向上を支援することを目的に
創設された制度です。

改正日：令和8年1月30日

事業承継保証制度「事業承継Ｃ」（改正）

　事業承継計画に基づき、持
株会社による事業会社の株式
集約化に必要な資金などを支
援し、円滑な事業承継の実現
と地域経済の活性化を目的に
創設された制度です。
　令和７年度は、資金使途に
「事業承継に係る諸経費支払資
金」を追加するなど、制度の
拡充を行いました。

　設備の老朽化や深刻化する人手不足への対応、新分野進出や事業拡大を目
指す中小企業・小規模事業者に対して、長期的な設備投資資金を供給し、企
業の生産性向上を支援することを目的に創設された制度です。
　令和７年度は、保証対象要件に「新分野進出、事業拡大」を追加するとと
もに、保証期間を最長20年から25年へ延長するなど、制度の拡充を行いま
した。

設備投資保証（改正）
改正日：令和7年12月15日

経営支援の取り組み

　令和８年２月20日に企業支援に対する地域全体のス
キル向上を目的に「やまなし企業支援ネットワーク会
議」を開催し、県内に本支店を置く金融機関や甲府商
工会議所など約60名が参加しました。
　会議では、関東経済産業局、関東財務局甲府財務事
務所、山梨県、甲府信用金庫、山梨県中小企業活性化
協議会、当協会の6機関から主要施策や各自取り組み
等について説明が行われました。

やまなし企業支援ネットワーク会議を開催しました
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コンプライアンス研修を実施しました

　役員・管理職・一般職員を対象に、コンプライアンスの意識の向上や理解促進、リスク管理能力の養
成を目的として令和８年１月19日・20日に外部講師による階層別のコンプライアンス研修を実施しま
した。対象者ごとの役割に応じた内容とし、組織全体のコンプライアンス意識の醸成を図りました。

コンプライアンス向上に向けた取り組み

信用保証協会電子受付システムの運用を拡大しました

　電子化・効率化による迅速な手続きの実現を目的に令和６年度から「信用保証協会電子受付シス
テム」の運用を開始しております。
　令和７年度に新たに１金融機関（青梅信用金庫）が加わり、現在は５金融機関（みずほ銀行、青
梅信用金庫、甲府信用金庫、山梨信用金庫、富士宮信用金庫）で運用しております。 
　保証申込手続きを電子化することにより、保証申込手続きの効率化が進み、中小企業・小規模事
業者の皆さまへの迅速な融資実行につなげることができます。今後も取扱金融機関の拡大に向けて
努めてまいります。 

業務改革に向けた取り組み

「やまなし共育未来宣言」を行いました

　職員の仕事と子育ての両立支援、男性従業員の育児休業取得を促進するため、
山梨県が推進する「やまなし共育未来宣言」を行いました。 
　「男性職員の14日以上の育児休業取得率100％」を目標に掲げ、職員の子育
てを積極的に支援し、働きやすい職場環境づくりに取り組んでまいります。 

働きやすい職場環境づくりに向けた取り組み

情報セキュリティ研修を実施しました

　ＩＴ技術の活用頻度が増える中、情報セキュリティの重要性は年々
高まっております。当協会でも、職員の情報リテラシーの向上に取り
組んでおり、内部研修会（１回目：令和７年６月２日～３日、２回目：
令和８年２月５日）を実施しました。研修では、アカウント管理の重
要性や、職員が日常業務で使用する基幹系業務システムへの理解を深
めたほか、外部講師を招き、サイバー犯罪やサイバー攻撃の最新動向・
対策、不審メールへの対応等について学びました。

　創業者に事業の振り返りや創業者同士の交流を深めていただくため、令和８年３月10日に「創
業フォローアップセミナー」を山梨県よろず支援拠点と共催にて実施しました。
　セミナーでは、山梨県よろず支援拠点のコーディ
ネータより中小企業者にとって関心の高いＡＩやＳＮ
Ｓの活用について講演をいただきました。
　その他、関係支援機関から創業支援の取り組みや活
用方法の説明が行われ、当協会からも、創業保証制度
や専門家派遣事業を紹介し、活用を推進しました。

創業フォローアップセミナーを開催しました
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信用保証ハンドブック・創業応援ハンドブック
　当協会の保証業務を分かりやすくまとめた信用保証ハンドブックおよび創業に対する様々な疑問や悩
み等を解決する創業応援ハンドブックを作成し、保証利用の推進を図っています。

金融機関若手職員向け冊子「YAMANASHI  GUARANTEE  PASSPORT」
　主に各金融機関の若手職員研修用の資料として活用していただくためにマンガやイラスト入りで、保
証申込について解説した冊子を作成しています。

広
報
活
動

広告掲載
　関係機関誌などに広告を掲載しています。
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広報活動

ポスター・パンフレット・リーフレット
　ポスターやパンフレット、リーフレットを作成し、当協会をより多くの方に知っていただくとともに、
保証推進や保証制度のご案内を行っています。

ホームページ
　より多くの方に「信用保証」について理解を深めていただくため、ホームページを開設しています。
　目的別での保証制度や経営支援施策、実際に当協会が携わった経営支援事例などを紹介しています。
金融機関専用ページでは、保証申込時の留意点や様式集を掲載しています。また、信用保証の理解と活
用を進めるため、「お役立ち情報」のコンテンツを設け、信用保証の活用方法などを紹介しております。

パンフレット リーフレットポスター

トップページ 経営支援のご紹介 お役立ち情報

ホームページアドレス
https://cgc-yamanashi.or.jp

パンフレット リーフレット
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令和７年度業務計画

実　績

保 証 承 諾 額

保 証 債 務 残 高

代 位 弁 済 額

回 収 額

項　目

保 証 承 諾

保 証 債 務 残 高

代 位 弁 済

求 償 権 回 収

事業概況

令和７年度事業報告

（単位：百万円）

（単位：件、百万円）

58,000

199,000

4,500

450

年　度
令和６年度 令和７年度 対前年度比 対計画比

件数

金額

件数

金額

件数

金額

金額

4,456

70,932

20,501

224,737

414

4,219

611

4,308

60,355

20,353

230,253

300

3,130

506

103.4％

117.5％

100.7％

97.6％

138.0％

134.8％

120.6％

－

122.3％

－

112.9％

－

93.8％

135.7％

保証利用の推移　

（％）

保証の利用度

保証利用企業者数

保証利用度

3年度 4年度

11,504

37.5%

6年度

10,545

37.0%

7年度

10,426

36.5%

10,675

37.4%

5年度

11,502

37.5%

　令和7年度末において､ 10,426企業の皆さまに当協会の信用保証をご利用いただいており､ 県内の
中小企業総数に対する利用割合は36.5%になります｡ 今後さらに多くの皆さまにご利用いただけるよ
う､ 保証推進に努めてまいります｡

0

10

20

30

40

50

3年度 4年度 5年度 7年度6年度

37.5% 37.5% 37.4% 37.0% 36.5%
保証利用度 =

保証利用企業者数
県内中小企業者数（※）

×100

※県内中小企業者数は山梨県内の中小企業・小規模事業
者から保証対象外である農業・林業・水産業を営む事
業者を除いています。
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年度別保証承諾

年度別保証債務残高

（件）（百万円）

（件）（百万円）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0

2,000

1,000

3,000

4,000

5,000

保証債務残高金額 保証債務残高件数

Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ7Ｒ6

Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ7Ｒ6

承諾金額 承諾件数

保証の状況

（単位：件、百万円）

件　数 金　額
前年度比

25.7%

106.1%

103.8%

89.9%

117.5%

60,945

64,660

67,099

60,355

70,932

4,676

4,610

4,411

4,308

4,456

3年度

4年度

5年度

6年度

7年度

（単位：件、百万円）

件　数 金　額
前年度比

99.5%

98.5%

89.8%

92.8%

97.6%

280,614

276,491

248,172

230,253

224,737

22,748

22,511

20,677

20,353

20,501

3年度

4年度

5年度

6年度

7年度

年度別条件変更実績（期間延長・返済方法の変更に係るもの）

条件変更の状況

（単位：件、百万円）

件　数 金　額
前年度比

103.9%

124.6%

123.0%

120.4%

108.3%

20,855

25,981

31,967

38,503

41,683

1,272

1,518

1,880

2,192

2,372

3年度

4年度

5年度

6年度

7年度

　当協会では、金融機関との連携を強化する中、中小企業・小規模事業者の皆さまの経営状況に合わせ
た返済条件の変更等に柔軟に取り組み、資金繰り円滑化に積極的に対応しています。

条件変更金額 条件変更件数
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ7Ｒ6

（百万円） （件）
50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
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令和７年度業務計画

実　績

保 証 承 諾 額

保 証 債 務 残 高

代 位 弁 済 額

回 収 額

項　目
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事業概況
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年度別保証承諾

年度別保証債務残高

（件）（百万円）
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年度別求償権回収

求償権回収の状況

（単位：件、百万円）

件　数 金　額
前年度比

114.3%

78.9%

87.8%

73.1%

120.6%

999

789

693

506

611

157

76

64

54

63

3年度

4年度

5年度

6年度

7年度

200

150

100

50

0

1,200

1,000

800

600

400

200

0

（件）（百万円）

金額 件数
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7
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年度別代位弁済

年度別代位弁済率

代位弁済の状況

（単位：件、百万円）

件　数 金　額
前年度比

154.9%

126.1%

209.2%

99.4%

134.8%

1,194

1,506

3,149

3,130

4,219

95

140

300

300

414

3年度

4年度

5年度

6年度

7年度
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7

（単位：％）

全　国山　梨

0.57

0.86

1.29

1.56

1.64

0.42

0.55

1.21

1.32

1.88

3年度

4年度

5年度

6年度

7年度

2.50

2.00

1.50

1.00

0.50

0
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7

山梨 全国注）代位弁済率＝年度中代位弁済額／年度中保証債務平均残高

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

500

400

300

200

100

0

（件）（百万円）

（％）

代位弁済金額 代位弁済件数

1.64

1.88

1.56

1.32

1.29

1.21
0.86

0.55

0.57

0.42

24.9%

45.4%

29.0%

0.4%

1.9% 1.8%

20.0%

42.4%

35.8%

0.0%
0.4%

25.5%

42.4%

29.8%

2.5%

34.7%

44.3%

18.2%

0.3%

0.4%

1.8%

37.2%

37.4%

40.6%

19.7%

0.7%3.1%

40.0%

19.0%

都市銀行
地方銀行
信用金庫
信用組合
その他

2.9%

33.0%

41.2%

22.5%

0.5%
2.7%

32.8%

41.4%

22.6%

0.5%3.0%

32.7%

41.4%

22.4%

0.5%

都市銀行
地方銀行
信用金庫
信用組合
その他

都市銀行
地方銀行
信用金庫
信用組合
その他

0.3%

金融機関群別保証承諾額

金融機関群別保証債務残高

金融機関群別代位弁済額

構成比 内円から外円に向かって
5年度、6年度、7年度

構成比 内円から外円に向かって
5年度、6年度、7年度

構成比 内円から外円に向かって
5年度、6年度、7年度

金融機関別の状況

（単位：百万円）

前年度比

6年度5年度

金額前年度比金額

7年度

65.1%

96.3%

82.5%

97.5%

190.8%

89.9%

1,089

22,423

24,516

11,914

413

60,355

204.4%

118.5%

115.6%

113.3%

72.0%

117.5%

2,226

26,563

28,343

13,502

297

70,932

前年度比金額

都市銀行

地方銀行

信用金庫

信用組合

そ の 他

合 計

（単位：百万円）

前年度比

6年度5年度 7年度

88.5%

92.2%

93.3%

92.9%

106.0%

92.8%

6,303

75,447

95,320

51,987

1,196

230,253

106.6%

97.4%

97.6%

97.0%

94.8%

97.6%

6,722

73,461

93,009

50,412

1,134

224,737

金額前年度比金額 前年度比金額

都市銀行

地方銀行

信用金庫

信用組合

そ の 他

合 計

（単位：百万円）

前年度比

6年度5年度 7年度

577.1%

80.0%

92.9%

122.5%

0.0%

99.4%

56

626

1,328

1,120

0

3,130

29.0%

172.0%

134.8%

112.1%

－　

134.8%

16

1,077

1,789

1,255

81

4,219

105.1%

109.0%

99.8%

104.5%

86.7%

103.8%

1,672

23,280

29,713

12,217

216

67,099

97.5%

86.9%

93.0%

87.6%

83.8%

89.8%

7,126

81,836

102,135

55,947

1,129

248,172

－　

226.7%

216.0%

183.3%

－　

209.2%

10

783

1,429

914

14

3,149

金額前年度比金額 前年度比金額

都市銀行

地方銀行

信用金庫

信用組合

そ の 他

合 計
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年度別求償権回収

求償権回収の状況

（単位：件、百万円）
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7年度

200
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金額 件数
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7
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年度別代位弁済

年度別代位弁済率
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件　数 金　額
前年度比

154.9%

126.1%

209.2%

99.4%

134.8%

1,194

1,506

3,149

3,130

4,219

95

140

300

300

414

3年度

4年度

5年度

6年度

7年度
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7

（単位：％）

全　国山　梨

0.57

0.86

1.29

1.56

1.64

0.42

0.55

1.21

1.32

1.88

3年度

4年度

5年度

6年度

7年度

2.50

2.00

1.50

1.00

0.50

0
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7

山梨 全国注）代位弁済率＝年度中代位弁済額／年度中保証債務平均残高
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代位弁済金額 代位弁済件数

1.64

1.88

1.56

1.32

1.29

1.21
0.86

0.55

0.57

0.42

24.9%

45.4%

29.0%

0.4%

1.9% 1.8%

20.0%

42.4%

35.8%

0.0%
0.4%

25.5%

42.4%

29.8%

2.5%

34.7%

44.3%

18.2%

0.3%

0.4%

1.8%

37.2%

37.4%

40.6%

19.7%

0.7%3.1%

40.0%

19.0%

都市銀行
地方銀行
信用金庫
信用組合
その他

2.9%

33.0%

41.2%

22.5%

0.5%
2.7%

32.8%

41.4%

22.6%

0.5%3.0%

32.7%

41.4%

22.4%

0.5%

都市銀行
地方銀行
信用金庫
信用組合
その他

42.4%

都市銀行
地方銀行
信用金庫
信用組合
その他

0.3%

金融機関群別保証承諾額

金融機関群別保証債務残高

金融機関群別代位弁済額

構成比 内円から外円に向かって
5年度、6年度、7年度

構成比 内円から外円に向かって
5年度、6年度、7年度

構成比 内円から外円に向かって
5年度、6年度、7年度

金融機関別の状況

（単位：百万円）

前年度比

6年度5年度

金額前年度比金額

7年度

65.1%

96.3%

82.5%

97.5%

190.8%

89.9%

1,089

22,423

24,516

11,914

413

60,355

204.4%

118.5%

115.6%

113.3%

72.0%

117.5%

2,226

26,563

28,343

13,502

297

70,932

前年度比金額

都市銀行

地方銀行

信用金庫

信用組合

そ の 他

合 計

（単位：百万円）

前年度比

6年度5年度 7年度

88.5%

92.2%

93.3%

92.9%

106.0%

92.8%

6,303

75,447

95,320

51,987

1,196

230,253

106.6%

97.4%

97.6%

97.0%

94.8%

97.6%

6,722

73,461

93,009

50,412

1,134

224,737

金額前年度比金額 前年度比金額

都市銀行

地方銀行

信用金庫

信用組合

そ の 他

合 計

（単位：百万円）

前年度比

6年度5年度 7年度

577.1%

80.0%

92.9%

122.5%

0.0%

99.4%

56

626

1,328

1,120

0

3,130

29.0%

172.0%

134.8%

112.1%

－　

134.8%

16

1,077

1,789

1,255

81

4,219

105.1%

109.0%

99.8%

104.5%

86.7%

103.8%

1,672

23,280

29,713

12,217

216

67,099

97.5%

86.9%

93.0%

87.6%

83.8%

89.8%

7,126

81,836

102,135

55,947

1,129

248,172

－　

226.7%

216.0%

183.3%

－　

209.2%

10

783

1,429

914

14

3,149

金額前年度比金額 前年度比金額

都市銀行

地方銀行

信用金庫

信用組合

そ の 他

合 計

令
和
７
年
度
事
業
報
告
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令和 7年度決算報告

■ 基本財産とは

■ 基本財産の構成

■ 基本財産の推移

令和8年３月31日現在

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

県 市町村 金融機関

平成28年度

29年度

30年度

令和元年度

２年度

3年度

4年度

5年度

6年度

7年度

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

226

226

226

226

226

226

226

226

226

226

業者･業者団体 基金準備金
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基本財産について

（単位：百万円）

（百万円）

9,94172,3552262,33514,865

基金準備金
業者･業者団体金融機関市町村県

基金（出捐金及び金融機関負担金等）令和7年度
基本財産

　基本財産は、一般企業の資本金に相当するもので、信用保証協会が引き受けた保証債務の最終担保的
な性格があります。
　山梨県信用保証協会が引き受ける保証債務の限度額は、定款により基本財産の50倍となっています。
このため、中小企業の保証需要に安定して応え、公共的使命を果たしていくためには、基本財産の充実
が不可欠となっています。

　基本財産は、①基金、②基金準備金で構成されています。
　①基　　　金　　県・市町村・金融機関等からの拠出である出捐金と金融機関等負担金で構成されて

います。
　②基金準備金　 毎事業年度決算における収支差額のうち、基金準備金として繰り入れた累計で、

信用保証協会の自己造成資金です。
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15.7%
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3.0%
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15.3%
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20.6%

19.0%
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19.9%
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19.1%

13.7%

21.4%

3.7%

18.7%

21.7%

20.1%

13.9%

22.3%

3.4%

15.9%

27.2%18.0%

27.9%

1.7%

15.2%

19.2%9.3%

16.2%
27.9%

18.5%

3.0%
18.2%

14.1%

13.7%
26.8%

24.6%

2.6%

業種別保証承諾額

業種別保証債務残高

業種別代位弁済額

構成比 内円から外円に向かって
５年度、６年度、７年度

構成比 内円から外円に向かって
５年度、６年度、７年度

構成比 内円から外円に向かって
５年度、６年度、７年度

業種別の状況

（単位：百万円）

前年度比

6年度5年度 7年度

83.1%

97.1%

90.7%

83.8%

92.4%

97.1%

89.9%

12,022

13,409

11,540

8,256

12,912

2,216

60,355

110.2%

114.6%

123.6%

119.5%

122.4%

107.4%

117.5%

13,249

15,369

14,266

9,866

15,802

2,380

70,932

金額前年度比金額 前年度比金額

製 造 業

建 設 業

卸 売 業

小 売 業

サービス業

そ の 他

合 計

（単位：百万円）

前年度比

6年度5年度 7年度

92.9%

92.1%

93.1%

92.1%

93.4%

92.4%

92.8%

45,762

46,886

36,188

36,083

58,351

6,983

230,253

95.6%

96.9%

100.0%

95.3%

99.1%

102.5%

97.6%

43,767

45,433

36,178

34,382

57,820

7,157

224,737

金額前年度比金額 前年度比金額

製 造 業

建 設 業

卸 売 業

小 売 業

サービス業

そ の 他

合 計

（単位：百万円）

前年度比

6年度5年度 7年度

95.2%

205.8%

59.2%

154.1%

65.8%

－

99.4%

476

601

507

873

579

94

3,130

161.3%

99.1%

114.3%

129.6%

179.1%

－

134.8%

768

596

579

1,132

1,036

108

4,219

129.1%

82.1%

362.5%

234.5%

309.4%

－　

209.2%

500

292

856

567

880

54

3,149

金額前年度比金額 前年度比金額

製 造 業

建 設 業

卸 売 業

小 売 業

サービス業

そ の 他

合 計

112.8%

98.9%

97.6%

107.8%

104.0%

99.8%

103.8%

14,473

13,806

12,724

9,847

13,967

2,281

67,099

製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業　
その他

91.7%

86.9%

89.0%

89.8%

89.9%

100.7%

89.8%

49,238

50,891

38,861

39,173

62,452

7,557

248,172

製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業　
その他

13.7%

製造業
建設業
卸売業
小売業
サービス業　
その他
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令和 7年度決算報告

■ 基本財産とは

■ 基本財産の構成

■ 基本財産の推移

令和8年３月31日現在

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

県 市町村 金融機関

平成28年度

29年度

30年度

令和元年度

２年度

3年度

4年度

5年度

6年度

7年度

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,335

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

2,355

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

226

226

226

226

226

226

226

226

226

226

業者･業者団体 基金準備金

6,942

7,140

7,274

7,358

7,358

8,001

8,493

9,059

9,538

9,941

令
和
７
年
度
決
算
報
告

令
和
７
年
度
事
業
報
告

基本財産について

（単位：百万円）

（百万円）

9,94172,3552262,33514,865

基金準備金
業者･業者団体金融機関市町村県

基金（出捐金及び金融機関負担金等）令和7年度
基本財産

　基本財産は、一般企業の資本金に相当するもので、信用保証協会が引き受けた保証債務の最終担保的
な性格があります。
　山梨県信用保証協会が引き受ける保証債務の限度額は、定款により基本財産の50倍となっています。
このため、中小企業の保証需要に安定して応え、公共的使命を果たしていくためには、基本財産の充実
が不可欠となっています。

　基本財産は、①基金、②基金準備金で構成されています。
　①基　　　金　　県・市町村・金融機関等からの拠出である出捐金と金融機関等負担金で構成されて

います。
　②基金準備金　 毎事業年度決算における収支差額のうち、基金準備金として繰り入れた累計で、

信用保証協会の自己造成資金です。
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業種別保証承諾額

業種別保証債務残高

業種別代位弁済額

構成比 内円から外円に向かって
５年度、６年度、７年度

構成比 内円から外円に向かって
５年度、６年度、７年度

構成比 内円から外円に向かって
５年度、６年度、７年度

業種別の状況

（単位：百万円）

前年度比

6年度5年度 7年度

83.1%

97.1%

90.7%

83.8%
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金額前年度比金額 前年度比金額
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合 計
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金額前年度比金額 前年度比金額
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小 売 業

サービス業

そ の 他

合 計

（単位：百万円）
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104.0%

99.8%
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91.7%

86.9%

89.0%

89.8%

89.9%

100.7%

89.8%
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50,891
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卸売業
小売業
サービス業　
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製造業
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卸売業
小売業
サービス業　
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貸借対照表
令和8年3月31日現在 （単位：円）

588,775
588,775

0
11,038,884,942

0
1,687,912,757

0
9,350,000,000

972,185
200,000,000

14,700,333,456
0

2,899,992,000
11,798,341,456

2,000,000
0
0
0
0
0

91,817,806
76,067,351
15,750,455

0
0
0

224,737,155,874
1,503,709,693

0
556,024,804

0
0

19,071,300
0

43,813,054
0

493,140,450
252,828,515,350

現 金
 現 金
 小 切 手
預 け 金
 当 座 預 金
 普 通 預 金
 通 知 預 金
 定 期 預 金
 郵 便 貯 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
 国 債
 地 方 債
 社 債
 株 式
 受 益 証 券
 新 株 予 約 権
 フ ァ ン ド 出 資
 譲 渡 性 預 金
 そ の 他
動 産 ・ 不 動 産
 事 業 用 不 動 産
 事 業 用 動 産
 所 有 動 産・不 動 産
 建 設 仮 勘 定
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定
 仮 払 金
 保 証 金
 厚 生 基 金
 連 合 会 勘 定
 未 収 利 息
 有 価 証 券 未 収 入 金
 未 経 過 保 険 料
合 計

14,864,793,051
4,923,820,145
9,940,972,906

0
5,170,692,539

0
1,550,327,539
483,166,928
291,730,620

0
224,737,155,874

0
0
0

310,225,000
310,225,000

0
0
0
0

5,420,423,799
14,595,211
51,727,862
4,197,323

5,347,627,694
1,064,702
1,211,007

0

252,828,515,350

基 本 財 産
 基 金
 基 金 準 備 金
制 度 改 革 促 進 基 金
収 支 差 額 変 動 準 備 金
その他有価証券評価差額金
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 填 金
 保 険 金
 損 失 補 償 補 填 金
借 入 金
 長 期 借 入 金
 （うち日本政策金融公庫分）
 短 期 借 入 金
 （うち日本政策金融公庫分）
収支差額変動準備金造成資金
雑 勘 定
 仮 受 金
 保 険 納 付 金
 損 失 補 償 納 付 金
 未 経 過 保 証 料
 未 払 保 険 料
 未 払 費 用
 有 価 証 券 未 払 金

合 計

借　　　方
金　　　額科　　　目

貸　　　方
金　　　額科　　　目

財産目録
令和8年３月31日現在 （単位：円）

588,775
11,038,884,942
200,000,000

14,700,333,456
91,817,806

0
224,737,155,874
1,503,709,693

0
556,024,804

252,828,515,350

現 金
預 け 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
動 産 ・ 不 動 産
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定
合 計

0
1,550,327,539
483,166,928
291,730,620

0
224,737,155,874

0
310,225,000

5,420,423,799

232,793,029,760

そ の他有価証券評価差額金
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 填 金
借 入 金
雑 勘 定

合 計

資　　　産
金　　　額科　　　目

負　　　債
金　　　額科　　　目

20,035,485,590正味財産
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貸借対照表の用語説明

※保証債務見返（借方）と保証債務（貸方）は同額のため、この図からは除いております。

●貸  方●●借  方●
基本財産
地方公共団体や金融機関
などから拠出された「基
金」および過去の収支差
額の累積である「基金準
備金」で構成されていま
す。

基本財産

現金・預け金
金融機関に預け入れてい
ます。

現金・預け金

有価証券
安全有利な資金運用を行
うため、国債・地方債・
社債等を保有しています。

未経過保険料
日本政策金融公庫に支
払った保険料のうち、翌
事業年度にかかる部分を
計上しています。

有価証券求償権
代位弁済した金額から、
回収金および償却分（保
険金償却・損失補償金償
却・自己償却分）を控除
した金額です。

その他

動産・不動産

未経過保険料

求償権

未経過保証料

その他

収支差額変動準備金
収支の差額に欠損が生じ
た場合に取り崩し、協会
経営が不安定になること
を防ぎます。

収支差額変動
準備金

責任準備金

未経過保証料
受入保証料のうち、翌事
業年度以降にかかる部分
を計上しています。

求償権償却準備金
求償権の回収不能額を見
積もり、将来の求償権償
却に備え、求償権残高に
対して一定の割合を積み
立てます。

責任準備金
景気変動等により代位弁
済が異常に増加した場合
の備え（支払資金）として、
保証債務残高に対して一
定の割合を積み立てます。

退職給与引当金

令
和
７
年
度
決
算
報
告
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貸借対照表
令和8年3月31日現在 （単位：円）

588,775
588,775

0
11,038,884,942

0
1,687,912,757

0
9,350,000,000

972,185
200,000,000

14,700,333,456
0

2,899,992,000
11,798,341,456

2,000,000
0
0
0
0
0

91,817,806
76,067,351
15,750,455

0
0
0

224,737,155,874
1,503,709,693

0
556,024,804

0
0

19,071,300
0

43,813,054
0

493,140,450
252,828,515,350

現 金
 現 金
 小 切 手
預 け 金
 当 座 預 金
 普 通 預 金
 通 知 預 金
 定 期 預 金
 郵 便 貯 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
 国 債
 地 方 債
 社 債
 株 式
 受 益 証 券
 新 株 予 約 権
 フ ァ ン ド 出 資
 譲 渡 性 預 金
 そ の 他
動 産 ・ 不 動 産
 事 業 用 不 動 産
 事 業 用 動 産
 所 有 動 産・不 動 産
 建 設 仮 勘 定
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定
 仮 払 金
 保 証 金
 厚 生 基 金
 連 合 会 勘 定
 未 収 利 息
 有 価 証 券 未 収 入 金
 未 経 過 保 険 料
合 計

14,864,793,051
4,923,820,145
9,940,972,906

0
5,170,692,539

0
1,550,327,539
483,166,928
291,730,620

0
224,737,155,874

0
0
0

310,225,000
310,225,000

0
0
0
0

5,420,423,799
14,595,211
51,727,862
4,197,323

5,347,627,694
1,064,702
1,211,007

0

252,828,515,350

基 本 財 産
 基 金
 基 金 準 備 金
制 度 改 革 促 進 基 金
収 支 差 額 変 動 準 備 金
その他有価証券評価差額金
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 填 金
 保 険 金
 損 失 補 償 補 填 金
借 入 金
 長 期 借 入 金
 （うち日本政策金融公庫分）
 短 期 借 入 金
 （うち日本政策金融公庫分）
収支差額変動準備金造成資金
雑 勘 定
 仮 受 金
 保 険 納 付 金
 損 失 補 償 納 付 金
 未 経 過 保 証 料
 未 払 保 険 料
 未 払 費 用
 有 価 証 券 未 払 金

合 計

借　　　方
金　　　額科　　　目

貸　　　方
金　　　額科　　　目

財産目録
令和8年３月31日現在 （単位：円）

588,775
11,038,884,942
200,000,000

14,700,333,456
91,817,806

0
224,737,155,874
1,503,709,693

0
556,024,804

252,828,515,350

現 金
預 け 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
動 産 ・ 不 動 産
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定
合 計

0
1,550,327,539
483,166,928
291,730,620

0
224,737,155,874

0
310,225,000

5,420,423,799

232,793,029,760

そ の他有価証券評価差額金
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 填 金
借 入 金
雑 勘 定

合 計

資　　　産
金　　　額科　　　目

負　　　債
金　　　額科　　　目

20,035,485,590正味財産
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貸借対照表の用語説明

※保証債務見返（借方）と保証債務（貸方）は同額のため、この図からは除いております。

●貸  方●●借  方●
基本財産
地方公共団体や金融機関
などから拠出された「基
金」および過去の収支差
額の累積である「基金準
備金」で構成されていま
す。

基本財産

現金・預け金
金融機関に預け入れてい
ます。

現金・預け金

有価証券
安全有利な資金運用を行
うため、国債・地方債・
社債等を保有しています。

未経過保険料
日本政策金融公庫に支
払った保険料のうち、翌
事業年度にかかる部分を
計上しています。

有価証券求償権
代位弁済した金額から、
回収金および償却分（保
険金償却・損失補償金償
却・自己償却分）を控除
した金額です。

その他

動産・不動産

未経過保険料

求償権

未経過保証料

その他

収支差額変動準備金
収支の差額に欠損が生じ
た場合に取り崩し、協会
経営が不安定になること
を防ぎます。

収支差額変動
準備金

責任準備金

未経過保証料
受入保証料のうち、翌事
業年度以降にかかる部分
を計上しています。

求償権償却準備金
求償権の回収不能額を見
積もり、将来の求償権償
却に備え、求償権残高に
対して一定の割合を積み
立てます。

責任準備金
景気変動等により代位弁
済が異常に増加した場合
の備え（支払資金）として、
保証債務残高に対して一
定の割合を積み立てます。

退職給与引当金

令
和
７
年
度
決
算
報
告
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収支計算書
令和8年3月31日現在 （単位：円）

2,770,656,091
2,393,373,397
24,564,541
159,093,456

0
0

9,429,794
19,526,757
157,773,000
6,895,146

1,779,193,213
713,949,225
358,287,749
27,289,816
78,235,176

79,463
131,735,130
37,669,588
12,901,996
2,226,037
42,157,083
11,944,067
11,423,120

0
1,065,243,988

0
0

991,462,878
4,805,519,726
75,756,625

1,624,144,080
333,110,650

2,772,508,371
2,393,551,909
378,956,462

0
0
0
0

4,839,117,566
2,963,232,460

0
338,868

0
0

4,091,786
1,560,249,709
310,833,873

370,870
△ 33,597,840

0
0

957,865,038
478,932,519
478,932,519

2,828,874,949
2,291,988,595
65,167,659
177,291,365

0
0

17,127,815
15,983,202
249,868,000
11,448,313

1,768,751,662
710,005,669
376,071,922
31,570,934
77,032,658
220,423

119,343,389
42,163,684
13,075,109
2,224,053
22,392,907
13,963,670
11,946,920

0
1,046,201,662

3,327,431
9,216,900

1,060,123,287
5,349,335,059
65,539,385

1,560,249,709
310,833,873

3,411,990,095
2,979,902,443
432,087,652

0
0
0

721,997
5,603,100,753
3,569,584,608

0
21,678

0
0
0

1,550,327,539
483,166,928

0
△ 253,765,694

0
0

806,357,593
403,178,796
403,178,797

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで 令和7年4月1日から令和8年3月31日まで科　　　　目
経 常 収 入
 保 証 料
 預 け 金 利 息
 有 価 証 券 利 息 配 当 金
 調 査 料
 延 滞 保 証 料
 損 害 金
 事 務 補 助 金
 責 任 共 有 負 担 金
 雑 収 入
経 常 支 出
　　　業　　　　　務　　　　　費
　 　 　 　 役 職 員 給 与
  退 職 給 与 引 当 金 繰 入
  そ の 他 人 件 費
  旅 費
  事 務 費
  賃 借 料
  動 産・不 動 産 償 却
  信 用 調 査 費
  債 権 管 理 費
  指 導 普 及 費
  負 担 金
 借 入 金 利 息
 信 用 保 険 料
 責 任 共 有 負 担 金 納 付 金
 雑 支 出
経 常 収 支 差 額
経 常 外 収 入
 償 却 求 償 権 回 収 金
 責 任 準 備 金 戻 入
 求 償 権 償 却 準 備 金 戻 入
 求 償 権 補 填 金 戻 入
  保 険 金
  損 失 補 償 補 填 金
 有 価 証 券 評 価 益
 有 価 証 券 売 却 益
 補 助 金
 そ の 他 収 入
経 常 外 支 出
 求 償 権 償 却
 譲 受 債 権 償 却
 雑 勘 定 償 却
 有 価 証 券 評 価 損
 有 価 証 券 売 却 損
 退 職 金
 責 任 準 備 金 繰 入
 求 償 権 償 却 準 備 金 繰 入
 そ の 他 支 出
経 常 外 収 支 差 額
制 度 改 革 促 進 基 金 取 崩 額
収 支 差 額 変 動 準 備 金 取 崩 額
当 期 収 支 差 額
収 支 差 額 変 動 準 備 金 繰 入 額
基本財産繰入額又は基本財産取崩額
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収支計算書の用語説明
●収  入●●支  出●

保証料
保証をご利用の際に中小
企業・小規模事業者の皆
さまにご負担いただく保
証料で、当該決算に該当
する額を計上しています。

預け金利息等
主に預け金の受取利息と、
有価証券等の配当金です。

責任共有負担金
責任共有制度において、
負担金方式を選択した金
融機関からの負担金を計
上しています。

その他

その他

保証料

信用保険料
日本政策金融公庫へ支払
う保険料です。

責任共有負担金納付金
当年度受領した責任共有
負担金の内、日本政策金
融公庫に納付した額を計
上しています。

信用保険料

責任共有負担金納付金

業務費

求償権償却
年度末求償権のうち、回
収不能と認められた求償
権や代位弁済後５年を経
過した求償権を償却（自己
償却）した額、当年度に受
領した保険金償却の額お
よび損失補償補填金償却
の額を計上しています。

求償権償却

責任準備金繰入
将来の不測の事態に備え
て積み立てる準備金で、
一般企業の「貸し倒れ引
当金」に相当するもので
す。年度末の保証債務残
高に対して一定の割合を
積み立てます。

求償権償却
準備金繰入
協会資産の健全性を保つ
ために、年度末求償権の
うち回収困難な額を見積
もって一定の割合を積み
立てます。

当期収支差額
基本財産および収支差額変
動準備金に繰り入れ（マイナ
スの場合は取り崩し）ます。

その他

責任準備金
繰入

当期収支差額

求償権償却
準備金繰入

責任準備金戻入
前年度末に積み立てた責
任準備金を戻入れます。

責任準備金
戻入

求償権償却
準備金戻入
前年度末に求償権償却の
ために積み立てた準備金
を戻入れます。

求償権償却
準備金戻入

求償権補填金戻入
代位弁済により、日本政
策金融公庫から受領した
保険金と、地方公共団体
と保証協会連合会から受
領した損失補償金から
成っています。

求償権補填金
戻入

預け金利息等
責任共有負担金

経

　常

　収

　入

経

　常

　支

　出

経

　常

　外

　支

　出

経

　常

　外

　収

　入 令
和
７
年
度
決
算
報
告
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収支計算書
令和8年3月31日現在 （単位：円）

2,770,656,091
2,393,373,397
24,564,541
159,093,456

0
0

9,429,794
19,526,757
157,773,000
6,895,146

1,779,193,213
713,949,225
358,287,749
27,289,816
78,235,176

79,463
131,735,130
37,669,588
12,901,996
2,226,037
42,157,083
11,944,067
11,423,120

0
1,065,243,988

0
0

991,462,878
4,805,519,726
75,756,625

1,624,144,080
333,110,650

2,772,508,371
2,393,551,909
378,956,462

0
0
0
0

4,839,117,566
2,963,232,460

0
338,868

0
0

4,091,786
1,560,249,709
310,833,873

370,870
△ 33,597,840

0
0

957,865,038
478,932,519
478,932,519

2,828,874,949
2,291,988,595
65,167,659
177,291,365

0
0

17,127,815
15,983,202
249,868,000
11,448,313

1,768,751,662
710,005,669
376,071,922
31,570,934
77,032,658
220,423

119,343,389
42,163,684
13,075,109
2,224,053
22,392,907
13,963,670
11,946,920

0
1,046,201,662

3,327,431
9,216,900

1,060,123,287
5,349,335,059
65,539,385

1,560,249,709
310,833,873

3,411,990,095
2,979,902,443
432,087,652

0
0
0

721,997
5,603,100,753
3,569,584,608

0
21,678

0
0
0

1,550,327,539
483,166,928

0
△ 253,765,694

0
0

806,357,593
403,178,796
403,178,797

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで 令和7年4月1日から令和8年3月31日まで科　　　　目
経 常 収 入
 保 証 料
 預 け 金 利 息
 有 価 証 券 利 息 配 当 金
 調 査 料
 延 滞 保 証 料
 損 害 金
 事 務 補 助 金
 責 任 共 有 負 担 金
 雑 収 入
経 常 支 出
　　　業　　　　　務　　　　　費
　 　 　 　 役 職 員 給 与
  退 職 給 与 引 当 金 繰 入
  そ の 他 人 件 費
  旅 費
  事 務 費
  賃 借 料
  動 産・不 動 産 償 却
  信 用 調 査 費
  債 権 管 理 費
  指 導 普 及 費
  負 担 金
 借 入 金 利 息
 信 用 保 険 料
 責 任 共 有 負 担 金 納 付 金
 雑 支 出
経 常 収 支 差 額
経 常 外 収 入
 償 却 求 償 権 回 収 金
 責 任 準 備 金 戻 入
 求 償 権 償 却 準 備 金 戻 入
 求 償 権 補 填 金 戻 入
  保 険 金
  損 失 補 償 補 填 金
 有 価 証 券 評 価 益
 有 価 証 券 売 却 益
 補 助 金
 そ の 他 収 入
経 常 外 支 出
 求 償 権 償 却
 譲 受 債 権 償 却
 雑 勘 定 償 却
 有 価 証 券 評 価 損
 有 価 証 券 売 却 損
 退 職 金
 責 任 準 備 金 繰 入
 求 償 権 償 却 準 備 金 繰 入
 そ の 他 支 出
経 常 外 収 支 差 額
制 度 改 革 促 進 基 金 取 崩 額
収 支 差 額 変 動 準 備 金 取 崩 額
当 期 収 支 差 額
収 支 差 額 変 動 準 備 金 繰 入 額
基本財産繰入額又は基本財産取崩額
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収支計算書の用語説明
●収  入●●支  出●

保証料
保証をご利用の際に中小
企業・小規模事業者の皆
さまにご負担いただく保
証料で、当該決算に該当
する額を計上しています。

預け金利息等
主に預け金の受取利息と、
有価証券等の配当金です。

責任共有負担金
責任共有制度において、
負担金方式を選択した金
融機関からの負担金を計
上しています。

その他

その他

保証料

信用保険料
日本政策金融公庫へ支払
う保険料です。

責任共有負担金納付金
当年度受領した責任共有
負担金の内、日本政策金
融公庫に納付した額を計
上しています。

信用保険料

責任共有負担金納付金

業務費

求償権償却
年度末求償権のうち、回
収不能と認められた求償
権や代位弁済後５年を経
過した求償権を償却（自己
償却）した額、当年度に受
領した保険金償却の額お
よび損失補償補填金償却
の額を計上しています。

求償権償却

責任準備金繰入
将来の不測の事態に備え
て積み立てる準備金で、
一般企業の「貸し倒れ引
当金」に相当するもので
す。年度末の保証債務残
高に対して一定の割合を
積み立てます。

求償権償却
準備金繰入
協会資産の健全性を保つ
ために、年度末求償権の
うち回収困難な額を見積
もって一定の割合を積み
立てます。

当期収支差額
基本財産および収支差額変
動準備金に繰り入れ（マイナ
スの場合は取り崩し）ます。

その他

責任準備金
繰入

当期収支差額

求償権償却
準備金繰入

責任準備金戻入
前年度末に積み立てた責
任準備金を戻入れます。

責任準備金
戻入

求償権償却
準備金戻入
前年度末に求償権償却の
ために積み立てた準備金
を戻入れます。

求償権償却
準備金戻入

求償権補填金戻入
代位弁済により、日本政
策金融公庫から受領した
保険金と、地方公共団体
と保証協会連合会から受
領した損失補償金から
成っています。

求償権補填金
戻入

預け金利息等
責任共有負担金

経

　常

　収

　入

経

　常

　支

　出

経

　常

　外

　支

　出

経

　常

　外

　収

　入 令
和
７
年
度
決
算
報
告
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■ 発 行 年 月　　令和８年７月
■ 発　　　行　　山梨県信用保証協会
■ 問い合わせ　　総務部　経営企画課　TEL 055－235－9707

本  　店
〒400-0035  甲府市飯田二丁目２番１号　山梨県中小企業会館内

　　　　　総　務　課   TEL 055-235-9708   FAX 055-232-0160
　　　　　経営企画課   TEL 055-235-9707   FAX 055-232-0160

　　　　　営業統括課   TEL 055-235-9701　FAX 055-232-0166
　　　　　保　証　課　TEL 055-235-9703　FAX 055-232-0166
　　　　　経営支援課   TEL 055-235-9702　FAX 055-232-0166
営業部

総務部

本店分室
〒400-0027　甲府市富士見一丁目2番２６号（OSD-Ⅱビル）

　　　　　管理統括課   TEL 055-234-5769   FAX 055-234-5955
　　　　　代位弁済課   TEL 055-234-5938   FAX 055-234-5968
　　　　　管 理 一 課   TEL 055-234-5937   FAX 055-234-5967
　　　　　管 理 二 課   TEL 055-234-5953   FAX 055-234-5955

管理部

富士吉田支店
〒403-0004  富士吉田市下吉田二丁目３１番１４号
　　　　　　　 TEL 0555-22-0992　 FAX 0555-22-0921

県庁

県立中央
病院 JR中央線

JA会館

平
和
通
り

ア
ル
プ
ス
通
り

山梨県中小企業会館
本  店

本店分室

甲府駅

富士吉田市役所
NTT富士吉田支店

都留
信用組合

市
道（
昭
和
通
り
）

富士吉田支店

本　店

富士吉田支店

本店分室

本
・
支
店
の
保
証
担
当
区
域
と
事
務
所
位
置
略
図

37

本・支店の保証担当区域と事務所位置略図

ご 案 内
●相談窓口
　当協会では、お客様が抱える経営上の様々なお悩みにお応えす
るため、無料経営相談を実施しております。
　新規開拓・設備投資・経営改善など経営に関すること、経営者
保証に関すること、その他保証制度の利用方法、返済条件の変更
など、ご相談を希望の方はお気軽にご連絡ください。

●問い合わせフォーム
　当協会のホームページでは、問い合わせメールフォームを設置しております。ご意見・ご要望、
ご相談など、お気軽にお問い合わせください。

ホームページアドレス
https://cgc-yamanashi.or.jp
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